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本日のプレゼンテーション

• ISO２６０００の国際審議

• ISO26000の概要

• ＩＳＯ２６０００の日本への影響
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Ⅰ． ISO２６０００

（社会的責任のガイダンス）
国際審議

4

ISO（国際標準化機構）

IEC（国際電気標準会議）

ITU（国際電気通信連合）

- 参加国：１５７ヶ国
- 日本代表：日本工業標準調査会(JISC)

- 規格数：１６，４５５



Ⅳ-2-(1)-① 経済産業省 資料

ISOにおける規格開発の流れ(従来の標準に加え）
1980年代：品質の確保 “質”確保のシステム ISO 9001
1990年代：環境保護 リオサミットを契機とした環境配慮

ISO 14001
2000年代：社会性（社会・経済・環境の調和）

“ISO 戦略計画 ２００５－２０１０”との合致

国際規格による持続可能な開発への寄与（経済成長、

環境、社会的平等性）

ISO26000は経済成長、環境、社会的平等性に関与し寄

与する。

“Standards for a sustainable world”
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ISO/SRの規格策定の経緯（１）

ISO/COPOLCO    2001-2002

ISO/TMB/SAG on SR  2003-2004

ISO/TMB/WG on SR    2005-2010?

ISO26000

※ISO消費者政策特別委員会

※ISO高等諮問委員会

※ISO ワーキンググループ

約１０年の歳月を
かけて公表！！

（消費者からＣＳＲ規格の要請）

（ISO初のマルチステイクホル

ダーミーティングの検討）

（ISO加盟国、国際機関の参

加によるドラフト策定の開始）

【
準
備
会
合

】

【
国
際
標
準
策
定
Ｗ
Ｇ
】
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レポートは以下の点について言及

1)ＳＲとは何か、2)SRの標準化、3)ISOのＳＲ分野における能力

勧告の主な内容

ISOはSRの標準化を推進するための7つの前提条件（ILOとの
連携、他のｶﾞｲﾀﾞﾝｽとの相違の見極め等）を提示。

適合性評価に利用されないｶﾞｲﾀﾞﾝｽﾄﾞｷｭﾒﾝﾄ作成を推奨

途上国の参加強化を推奨

既存の技術委員会ではなく新たな委員会の設置を推奨

標準化の議論には利害関係者の参画を要請 等

ｶﾞｲﾀﾞﾝｽﾄﾞｷｭﾒﾝﾄとは以下の要件を満たす文書であり、それに照らして適合性を評
価するための文書とすべきでない。

企業および他の組織でも利用できる

結果およびパフォーマンスの改善を協調する

この分野の一般用語を採用する

様々な文化、社会及び環境のSRに対応できる

他（既存）のSR規則を補完できる

政府が果たすべき役割を弱めるものではない

組織の規模を問わず有用である

ＳＲの運営、利害関係者の特定、信頼性の確保に係る手段を提供する

明確な書きぶりである
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ISO/SRの規格策定の経緯（２）

第３回ISO/SRリスボン総会 2006.5

第４回ISO/SRシドニー総会 2007.1

第５回ISO/SRウィーン総会 2007.11

※WD１の審議

※WD２の審議

※WD３の審議

第６回ISO/SRサンチアゴ総会 2008.9
※WD４の審議、

ＣＤ登録決定

第１回ISO/SRｻﾙﾊﾞﾄｰﾙ総会 2005.3

第２回ISO/SRバンコック総会 2005.9

※ﾌﾚｰﾑﾜｰｸ設定

※ドラフト仕様書

【セ
ッ
ト
ア
ッ
プ
】

【
エ
キ
ス
パ
ー
ト
会
合
】
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日程：２００８年９月１日（月）～５日（金）
場所：サンチアゴ（チリ）
参加者：計76カ国、32Dリエゾンから約400名
主な議題：
①WGKT（WG Key Topics）の検討

a. 国際的行動規範
b. SRイニシアチブの参照
c. 政府の言及
d. 影響範囲
e. ピック・アンド・チューズ

②章別課題の検討
③CD登録の承認
④今後の作業スケジュールの承認

日本からの参加：１５名
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Sep

［人］

1212
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約5200に及ぶWD4.2コメントから抽出された５つ

の主要課題及び各章別課題について、今後の進
め方を確認し、CD化を決議。

IDTFによる作業を継続することを確認するとともに、
TG4、TG5及びTG6の活動を一時停止することを

決議。

プロジェクトプラン（N44 rev3）を再確認。発行時期
は2010年第3四半期。

13

14

TG1（資金援助・ステークホルダーエンゲージメン
ト）及びTG2（コミュニケーション）
- すべてのステークホルダーの関与を促進するための資金

調達メカニズム構築に対する継続的取組みへの呼びかけ

TG3（運営手順）
- DIS段階で必要となる手続きの検討・作成（N131rev1）

14
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Ⅱ． ISO２６０００

（社会的責任のガイダンス）
の概要

規格文書はISOにおけるガイダンス文書(指針文書）であり、かつ第三者

認証を目的とはしない。

次の文書を適用することが適切である。
“この国際規格は、ステークホルダーとのコミュニケーションを考慮し、組
織がSR制度を構築することを可能にするためのガイダンスを提供するも
のである。この規格は、認証、法規制、契約を目的とするものではない。”

この規格では文書全体を通して、“should（～することが望ましい）”を使
用する。

2004年9月“New work item proposal-Social responsibility
(新規作業項目提案-社会的責任）”より。
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ガイダンス(指針）文書

“should”文 「～するのがよい」「～することが望ましい」で
記載される。

＊適合性評価（規定要求事項（明示されたニーズ又は期待）の充足に関
連する）文書は、“shall”文 「～しなければならない」「～とする」で記載
される。

参考：
‐第三者認証に用いられるISO 9001/14001では”shall”文
‐指針文書であるISO 9004/14004では”should”文
が使用されている

英語表記 意味の区別 日本語 注記

shall 指示又は要求 ・・・(し）なければならない

。

・・・する。

・・・とする。

・・・による。

規格に適合するためには、
厳密にこれに従い、これか
ら外れることを認めない。

shall not 禁止 ・・・（し）てはならない。

・・・（し）ない。

should 推奨 ・・・することが望ましい。

・・・するのがよい。

このほかでもよいが、これ
が特に適しているとして示
す。又はこれが好ましいが
、必要条件とはしない。

should 
not

緩い禁止 ・・・しないほうがよい。 これは好ましくないが、必
ずしも禁止しない。

JIS Z 8301 規格票の様式及び作成方法 より
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適合性評価を目的としない。
2004年6月、ISO技術管理評議会(TMB）は、ISOが社会的責任規格を開
発するにあたり、適合性評価を目的とする規格を開発しないことを決議。

ISO/TMB決議35/2004より

ISO 26000はMSSではない。
2005年9月、ISO技術管理評議会(TMB)は、ISO 26000を要求事項を含
んだマネジメントシステム規格（MSS）として開発しないことを決議。

ISO/TMB決議 38/2005より

20

ISO26000 規格構成

第１章 適用範囲

第６章 ＳＲの主題
に関するガイダンス

第５章 ＳＲの認識及び
ステークホルダーエンゲージメント

第７章 ＳＲの組織全体へ
の統合に関するガイダンス

第２章
用語・定義

第３章
ＳＲの理解

第４章
ＳＲの基本原則
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マイナスの影響プラスの影響

組織の意志決定・活動

ISO/SRとは ?

･消費者

ステイクホルダー
との連携

･NGO

経済的側面 社会的側面 環境的側面

あらゆる組織の行動
･株主
･従業員

･顧客

組織のあらゆ
る活動とSRの

行動を統合。

SR 
社会的責任

NewNew

New

1. 環境 2. 人権 3. 労働慣行 4. 消費者課題

5. 組織のガバナンス 6. 公正な事業活動
7. コミュティと社会への貢献

SR の主要課題

･労働

･政府機関

22

第３章 ＳＲの理解

●歴史的背景

●ＳＲの適用の変化

ＳＲの背景

CSRからSRへ

主要課題の変更
はありうる

●最近動向

●ＳＲの特徴

ＳＲの概念

社会の期待
ステイクホルダーの
役割
組織全体へのSRの

統合
持続可能な発展への
貢献

●国家とＳＲ

中小組織
（SMO）の

考慮事項
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中小組織は、大組織よりも柔軟かつ略式な場合があ
ることを考慮

７つの主題から関連課題を特定する際、組織の背景、
状況、リソース、ステークホルダーの認識を考慮

持続可能な開発にとり最大の重要性をもつ課題及び
影響に焦点をあわせる

同業者及び業界団体と共同で行動を進める

関連政府当局、業界団体、同業組織などは、この国
際規格を使用するための指針やプログラムの作成を
することで、中小組織を補助することを奨励

23

ボックス１ ISO26000と中小組織（SMO）

24

第４章
ＳＲの

基本原則

倫理的行動

法令の尊重

国際的行動
［規範］［期待］

の尊重

人権の尊重

ステイクホルダーの
関心の尊重と考慮

説明責任

透明性
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ＳＲの認識
影響、利害、期待

ＳＲの中核主題及び課題の認識

ＳＲと組織の影響力の範囲

ステークホルダーの特定及びステーク
ホルダーエンゲージメント

25
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人権

労働慣行

環境

公正な事業活動

ｺﾐｭﾆﾃｨと社会への貢献

消費者課題

①市民的、政治権利
②経済的、社会的、文化的権利

③弱者グループ
④労働における基本的人権

①雇用及び雇用関係

②労働条件及び社会的保護
③社会的対話 ④職場の安全衛生
⑤人的（資源）開発

第６章
ＳＲ主題
ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ

①汚染防止 ②持続可能な消費

③気候変動への「緩和」と「適応」

④生態系(Ecosystem)

①反汚職及び反贈収賄②責任ある政治的活動

③公正な競争④ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝを通じたSR推進

⑤財産権

①社会開発への貢献②経済発展への貢献

③コミュニティ参画

組織のガバナンス
①法令遵守

②説明責任

③透明性

④倫理的行動

⑤ｽﾃｲｸﾎﾙﾀﾞｰとその関心事の認識

①公正な運営、ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ、情報活動

②消費者の健康及び安全の保護

③製品リコールのメカニズム

④環境的・社会的に有益な商品サービスの提供と開発

⑤消費者サービス及び支援

⑥消費者データ保護及びプライバシー

⑦必要不可欠な物品、サービスへのアクセス

⑧持続可能な消費・教育・啓発



Ⅳ-2-(1)-① 経済産業省 資料

27

第７章 – ＳＲの組織全体への統合に関する
ガイダンス ｰ コンセプト

理解

統合

実施コミニュ
ケーション

ステイクホル
ダーとの協働

ステイクホルダーエンゲージメント

評価

社会的責任の実施

信頼の強化

ステイクホルダーエンゲージメント

● SRの背景の理解
– 組織の概観図の理解
– SRの境界線及び背景の解析
– ステイクホルダーの関心の理解

●ステイクホルダ
との協働
– 同定プロセス
– 関心の優先順位
– エンゲージメントの
プロセス

● SRの統合
– 組織の社是/ビジョ
ンにSR原則を適用、
関連付け
– 目標及び戦略の
策定

● 日常活動のSRの実施
– 気付きの向上及び能力構築
– 戦略に対する構成の設定と運用のレビュー
– SRの目標設定
–アクションプラン、手段、実施

●SRのコミニュケーション
– SRのコミニュケーションのタイプ
– コミニュケーション及びメディアの形式に関
する計画と選定
– SRコミニュケーションにおけるステイクホル
ダーエンゲージメント

●SRの活動及び実施の
評価
– 組織的な評価
– 改善オプション

●組織のSRアプローチ
の信頼強化
– 信用に基づく関係の
便益
– assuranceのレベルと
形式
– 例示ボックス

28

ISO26000ガイダンスの利用（1）

●組織の社会的責任に関する実施ガイダンス

として、国際レベルの共通言語として期待。

－ 組織のトップから担当者まで

－ ステークホルダーグループ
様々な

ガイダンス

利用者 － SR関連制度・システム提供者

・・・
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ISO26000ガイダンスの利用（2）

●国際、各地域、各国、各組織、各ステークホ

ルダーで、実に様々な利用形態が想定される。

1．ISOで合意されたSRの概念の理解（解釈）

2. 7分野35の国際的な課題及びその対応

3. SRに取組むための実施ガイダンス

30

ISO26000ガイダンスの利用（3）

●国際レベルでの課題を理解、そして自らの活

動を点検し、日常の活動に反映する機会。

1．環境、労働慣行、人権、消費者課題

2. 組織統治、公正な事業活動

3. 社会開発 －コミュニティと社会への貢献－
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ISO26000ガイダンスの利用（4）

●SRの実施ガイダンスは、初めてSRに取り組

む方々のための指針と期待される。

1．ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰｴﾝｹﾞｰｼﾞﾒﾝﾄ、ｺﾐｭｹｰｼｮﾝは、何？

どのように取り組めばいいのか？

2.自主的、自発的活動を行う意義は何？

どのように、どこまで、何を実施するのか？

3.自らの活動に組込むSRのメリットは何ですか？

32

Ⅲ．ISO26000の
日本への影響
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７８ヶ国、３７リエゾンによる
コンセンサス形成プロセスの成果

２０１０年のＩＳＯ２６０００の公表
国際的意義

ISO/COPOLCOから
10年の作業成果

（２００１～２０１０年末予定）

ISOの従来の枠組み

を超える検討の実施
マルチステイクホルダーミーティ
ングによるコンセンサス形成

●前提条件1：国際的な評価がポイント

34

実効性がある
具体的なガイダンス

あらゆる組織が利用
できる汎用性がある
ガイダンス

トレイドオフ
の関係

●前提条件2：実効性を確認することが必要

CSR寄りの

国際標準？

如何なる組織も、
直接、利用でき
ない国際標準？

国際標準の運
用面で混乱？
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国際対応

●国内のＳＲ実施者は、段階的に対応。

国内対応

各国における政策ツールへの活用
国際機関、地域機関の認識
民間機関等の対応（GRI, SA8000）

企業・ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝから対応開始

ＣＳＲ担当者による確認作業
あらゆる組織の気付き・意識向上
霞ヶ関の各府省の動き？

ＣＳＲからＳＲへの広がり？

36

組織統治

●ISO26000の7コアイシュー別に整理

： 内閣府、経産省

： 内閣府､厚労省

： 内閣府、厚労省

： 経産省、国土交通省、環境省

：内閣官房、公正取引委員会

： 内閣府、農水省、経産省

人 権

労働慣行

環境課題

公正な事業活動

消費者課題

社会開発 ： 総務省、文科省、経産省
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●平成20年に、SRの取組み推進に向けた

ステークホルダー円卓会議（仮称）を開催

－ 「国民生活における安全・安心の確保策について」
（平成19年6月 国民生活審議会意見）

国民生活審議会

－ 生活安心プロジェクト「緊急に講ずる具体的な施策」
（平成19年12月 関係閣僚会合）

－ 長期戦略指針策「イノベーション25」
（平成19年6月 閣議決定）

38

ISO9000ファミリー

ISO26000

５年毎の見直し

●長期的に、その影響が伝播する任意規格

（1987年～）

ISO26000 - xxxx

ISO9001認証 ：８９７，８６６

ISO14001認証：１２９，１９９
(2006末現在)

国際レベル
の社会的要請
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ＩＬＯ

国連グローバルコンパクト

－2005年3月 締結

－2006年11月 締結

●ISOは、各国際機関と、SRガイダンスの国際

標準作成の協議・協力の体制を実現。

※ILO、国連グローバルコンパクト、OECDの国際規範に基づく
CSR推進は、昨年6月のＧ8サミットで取り上げられた。

40

イタリア政府

カナダ政府

－2006年5月 社会連帯省が誕生。
Ministry of Social Solidarity (MoSS)

－2006年 CSR国家ラウンドテーブル

－ＣＳＲフレームワークメカニズム

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府

●各国、各地域でＣＳＲ、ＳＲが着実に進展中

－2007年7月 天然資源関連企業へ

のＣＳＲプログラムを義務付け(会社法)

ﾏﾚｰｼｱ政府 －2007年末 CSR活動報告の義務付

け(上場企業が対象)
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大学病院

NGO
自治体

政府機関

企業

USRHSR

OSR

CSR

あらゆる組織の社会的責任

SRの実施

OSR OSR

42

組織の自主的、自発的な活動

ステークホルダーエンゲージメント

社会的責任のためのISOガイダンス
（国際・国内ルールは基本）
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Ⅳ．今後のスケジュール

4444

コメントの
整理と準備
（WG事務局、
IDTF）

CDに対する

コメント・投票
（NSBs）

総会結果に基づく
CDの作成
（IDTF）

１１
週間

１３週
間

第
６
回
サ
ン
チ
ャ
ゴ
総
会

第
７
回
ケ
ベ
ッ
ク
総
会

９．５
週間

２
０
０
８
年
９
月

２
０
０
８
年
１
２
月

（配
布
）

２
０
０
９
年
３
月

（投
票
）

２
０
０
９
年
５
月

CDの編集
（EC）

２．５
週間

２
０
０
８
年
１
１
月
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２００９年５月１８～２２日 第７回ISO/SR総会（ケベック）

国際規格原案（DIS）作成のためのCDコメント検討

２００９年１０月 DIS投票開始（５ヶ月）

２０１０年 ４月 第８回ISO/SR総会（開催地未定）

最終国際規格原案（FDIS）作成のためのDISコメント検討

２０１０年 ６月 FDIS投票開始（２ヶ月）

２０１０年 ９月 ISO 26000発行

45

46

参 考

○日本工業標準調査会(JISC)
http://www.jisc.go.jp/

○（財）日本規格協会(JSA)
http://www.jsa.or.jp/
http://iso26000.jsa.or.jp/contents/

○国際標準化機構(ISO)
http://www.iso.org/wgsr（会議資料）

http://www.iso.org/sr（広報資料）
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自然石１００％の住宅地盤改良工事へ

住宅ローンの金利優遇を適用

株式会社 尾鍋組

三重県松阪市飯高町宮前３２１－４

ＴＥＬ ０５９８－４６－０２３４

ＦＡＸ ０５９８－４６－１２２２

ＮＰＯ法人、金融機関と連携し

環境と資産（土地）価値を守るプロジェクト

０９．０２．０３

2

鋼管杭 工法表層改良 工法 柱状改良 工法 砕石杭工法

セメント系 固化材 セメント系 固化材 鋼 管 杭 砕 石
（小さく砕いた自然石）

使用する材料

工 法 名

現在、主に行われている地盤改良工法

地盤改良工事の種類と使用する材料
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3

●平成１２年３月２４日

「六価クロム」が土壌環境基準を超える可能性を指摘。公共工事

では、地盤改良工事の前に「六価クロムの溶出試験」を義務化。。

セメントの地盤改良へ
の使用に関する通達

（国土交通省）

地盤改良工事及び土地に関連する規制など

環

境

土壌汚染対策法
（環境省）

●平成１５年２月１５日施行

「六価クロム」が特定有害物質
（対象物質）に指定される。

資
産
価
値

不動産鑑定評価基準

（国土交通省）

●平成１５年１月１日 改正施行

「土壌汚染・地下埋設物の有無」が
土地の価格を形成する要因に追加。

性能保証住宅標準仕様
（住宅保証機構）

●平成１６年４月 改訂

留意事項
「六価クロムの溶出試験」を行い、土壌環境基
準以下であることを確認する。

平成 １２年 １３年 １４年 １５年 １６年 １７年 ２１年１８年 １９年 ２０年 ２２年

4

金利優遇の仕組み

三重大学関連
ＮＰＯ法人 地域開発研究機構
（仕組み運用確認・認定書発行）

シールドエージェンシー
（地盤保証）

百五銀行
（金利優遇）

尾鍋組
（アクパド工法 設計・施工）

ビイック
（強度確認試験）

環境に配慮する

ハウスメーカー
住宅会社

消費者

アクパド工法

金利優遇

施工認定書
発行

アクパド工法

環境と経済の両立

環境配慮に
金利優遇
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5

エコジオ工法
三重大学との共同開発 （特許出願中）

エコジオ工法専用

アタッチメントを装着

住宅用の小型地盤改良機

運転席の施工管理装置

（モニターのイメージ）

国内初！

住宅用の小型地盤改良機へ
取り付け可能

砕石の住宅地盤改良
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MOHMOH通信の過去・現在・未来通信の過去・現在・未来

新江州新江州 株式会社株式会社

循環型社会システム研究所循環型社会システム研究所

編集長編集長 辻村辻村 琴美琴美

22

支援支援

◎◎ 新江州新江州 株式会社株式会社

〒〒526526--01110111 滋賀県長浜市川道町滋賀県長浜市川道町759759--33
TELTEL：：07490749--7272--52775277 FAXFAX：：07490749--7272--86818681
URLURL：：http://http://www.shingoshu.co.jpwww.shingoshu.co.jp//

◎◎ ブログブログ 滋賀・咲くブログ滋賀・咲くブログ

http://moh.shigahttp://moh.shiga--saku.net/saku.net/
◎◎ ホームページホームページ

http://http://www.mohmoh.jpwww.mohmoh.jp//
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MOHMOH通信概要通信概要

①① 創刊：創刊：20042004年年33月月2828日日
20082008年年1212月月88日現在日現在 2222巻発行通巻巻発行通巻2323号号

②② 部数：部数：5,0005,000部部 （（20042004年・・・年・・・2,0002,000部）部）

③③ 読者：読者：1,0001,000名名 （（20042004年・・・年・・・ 300300名）名）

④④ 発行：年発行：年44回・・・回・・・66月、月、99月、月、1212月、月、33月月
（（20042004年・・・年・・・ 年年66回）回）

⑤⑤ 仕様：仕様：A5A5判無線綴じ、判無線綴じ、8080頁、頁、44色色××22色色
（（20042004年・・・年・・・A4A4判中綴じ、判中綴じ、1212頁、頁、44色色××22色）色）

66

MOHMOH通信概要通信概要

⑥⑥ 配布：読者、滋賀県庁内回覧、滋賀県教育配布：読者、滋賀県庁内回覧、滋賀県教育

委員会、公立学校、公立図書館、滋賀県環境委員会、公立学校、公立図書館、滋賀県環境

支援センター、産業支援プラザ、女性中央会、支援センター、産業支援プラザ、女性中央会、

滋賀県立大学、大津市庁内回覧、長浜市庁内、滋賀県立大学、大津市庁内回覧、長浜市庁内、

米原市、高島市、東近江市、長浜市商工米原市、高島市、東近江市、長浜市商工

会議所、滋賀銀行長浜支店、循環共生社会会議所、滋賀銀行長浜支店、循環共生社会

研究所、野洲生活学校、麻生里山センター、研究所、野洲生活学校、麻生里山センター、

ヒューマンサポート協会、もったいない学会、ヒューマンサポート協会、もったいない学会、

新江州㈱新江州㈱ ほかほか （（20042004年・・・年・・・ 66箇所）箇所）
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MOHMOH通信概要通信概要

⑦⑦ 目的目的

・・ 循環型社会構築に向けた意識改革循環型社会構築に向けた意識改革

・・ 浪費型社会通念の脱却浪費型社会通念の脱却

・・ 人生哲学を学ぶ人生哲学を学ぶ

⑧⑧ テーマ：持続可能で豊かな循環型社会にテーマ：持続可能で豊かな循環型社会に

向けての啓発・交流誌向けての啓発・交流誌

⑨⑨ タイトル：「もったいない・おかげさま・タイトル：「もったいない・おかげさま・

ほどほどにほどほどにがが環境と人を育てる」環境と人を育てる」

88

MOHMOH通信概要通信概要

⑩⑩ 対象：特に設けず対象：特に設けず

（（20042004年・・・意識の向上を願う社会人）年・・・意識の向上を願う社会人）

⑪⑪ 活動活動

・・ MOHMOH通信発行通信発行

・・ 講演講演

・・ NPONPOと協働フォーラム開催と協働フォーラム開催

・・ 執筆者懇談会執筆者懇談会
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MOHMOH通信概要通信概要

⑫⑫ 発行：新江州発行：新江州 株式会社株式会社

⑬⑬ 事務局：循環型社会システム研究所事務局：循環型社会システム研究所

⑭⑭ 編集：編集：MOHMOH通信編集局通信編集局

⑮⑮ 代表：森代表：森 建司建司

⑯⑯ 編集長：辻村編集長：辻村 琴美琴美

1010

MOHMOH通信の役割通信の役割

①① 新江州㈱における新江州㈱におけるCSRCSRの実践の実践

②② 新江州㈱の宣伝広報新江州㈱の宣伝広報

③③ 新江州㈱によるビジネスの創出新江州㈱によるビジネスの創出
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MOHMOH通信の挑戦通信の挑戦

①① 世界湖沼会議にて発表世界湖沼会議にて発表

②② MOHMOHブランドの発掘・開拓と上市ブランドの発掘・開拓と上市

（例：もったいない市場、ネット通販（例：もったいない市場、ネット通販 など）など）

1212

MOHMOHせんりゅうせんりゅう20082008
～～ 選考内容選考内容 ～～

・・ 応募総数：応募総数：250250作作
・・ 募集：びわ湖環境ビジネスメッセ募集：びわ湖環境ビジネスメッセ

新江州ブース内新江州ブース内MOHMOHコーナーにてコーナーにて

（（20082008年年1111月月55～～77日）日）

・・ 一次選考：滋賀県立長浜ﾄﾞｰﾑ宿泊研修館一次選考：滋賀県立長浜ﾄﾞｰﾑ宿泊研修館

公開講座「行き方探し」公開講座「行き方探し」 参加者参加者3232名名
（（20082008年年1111月月2020日）日）

・・ 一次選考通過作品：一次選考通過作品：1515作作
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MOHMOHせんりゅうせんりゅう20082008
～～ 一次選考通過作品一次選考通過作品 ～～

①① もったいないでもったいないで 貯えすぎた貯えすぎた メタボかなメタボかな

②② ぐち言えるぐち言える 仲間の支え仲間の支え おかげさまおかげさま

③③ 湯たんぽで湯たんぽで 手軽にあったか手軽にあったか ｴｺｽﾀｲﾙｴｺｽﾀｲﾙ

④④ こどもたちにこどもたちに 残そう残そう 大事な地球大事な地球!!!!
⑤⑤ 考えよう！考えよう！ エコの楽しさエコの楽しさ 大変さ大変さ

⑥⑥ 足る足るをを知る知る 生き方こそが生き方こそが カッコイイカッコイイ

⑦⑦ 物価高物価高 買い過ぎ見直すイイ機会買い過ぎ見直すイイ機会

お買い物はホドホドにお買い物はホドホドに

1414

MOHMOHせんりゅうせんりゅう20082008
～～ 一次選考通過作品一次選考通過作品 ～～

⑧⑧ 損か得か？損か得か？ 少しの損でも少しの損でも エコやろう～エコやろう～

⑨⑨ 一人の力は一人の力は 大きいエコに大きいエコに つながるよつながるよ

⑩⑩ もうすこしもうすこし スリムになろうスリムになろう 身と暮らし身と暮らし

⑪⑪ 年末の整理年末の整理 もったいないでもったいないで 捨てられず捨てられず

⑫⑫ 未来の力未来の力 左右するのは左右するのは わたしたちわたしたち

⑬⑬ もったいないもったいない 手にあまるほど手にあまるほど ﾓｳもたないﾓｳもたない

⑭⑭ ムダなくしムダなくし きれいなびわ湖をきれいなびわ湖を いつまでもいつまでも

⑮⑮ もったいないともったいないと おもいながらもおもいながらも ほどをほどをすぎすぎ
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2020
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1

知的障害者の雇用をはじめて知的障害者の雇用をはじめて

株式会社美交工業

福田久美子

2

株式会社美交工業のご紹介株式会社美交工業のご紹介

設立 昭和55年（1980年）

業種 ビルメンテナンス業

規模 資本金 1000万円

社員数 5１名 障がい者数1２名（内重度４名）

障害者雇用率 31.37％

主な取引先 大阪府・大阪市・ゆとりとみどり振興局

・大阪市交通局ほか

業務内容 大阪市庁舎清掃・大阪市内公園清掃・地下鉄

駅構内清掃・地下鉄車内広告取替・大阪人権

博物館清掃ほか

平成21年 1月現在
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3

清掃業の特性と清掃業の特性と
歴史的背景からみた社会的役割歴史的背景からみた社会的役割

社会的困難を抱える人たちの社会的困難を抱える人たちの
受け皿としての役割受け皿としての役割

労働集約型産業

多種多様な業務形態・勤務形態

地域密着型産業

時には蔑まされ、職業差別を受けた時代も…

4

バブル崩壊後の自治体発注バブル崩壊後の自治体発注
清掃業務の現状は清掃業務の現状は……

入札価格の下落入札価格の下落

品品 質質

雇用条件雇用条件 最低賃金法違反・解雇最低賃金法違反・解雇

過重労働を虐げる過重労働を虐げる

価格破壊価格破壊価格破壊

ダンピング競争ダンピング競争ダンピング競争

悪化悪化
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5

支援者との出会いがきっかけに支援者との出会いがきっかけに……

大阪知的障害者雇用促進建物サービス事業協同組合（エル・チャレンジ）

主に重度の知的障害者に清掃業の就労訓練・生活支援を実施されている。

6

就労面と生活面の相互関係就労面と生活面の相互関係
支援者との信頼関係支援者との信頼関係

支援者支援者
エル・チャレンジ

施施 設設
発注元（顧客）

◆大阪障害者職業センター

◆大阪府・大阪市の手をつなぐ親の会

◆作業所・ご家族など

本社・専任支援者
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7

誰もが働きやすい職場環境誰もが働きやすい職場環境

職務分析（作業工程の掘り起こし）

個々の適性に応じた課題分析

視覚情報による作業手順書・指示書

作業道具の改良・色分け

定期的なケース会議による改善

スキルアップに向けた支援

就労後の余暇活動支援

職場の安全面の配慮

オーナーの理解を求める

8

事業活動を通じて、企業として出来ることを
まじめに考え、楽しみながら取組む

■どんなことがあっても、価値観を押し付けない、排除しない

■固定概念や偏見で判断せず、関係づくりを大切にする

■慈善や貢献ではなく“サービス”として捉え、決して無理をしない

■パフォーマンスやスタイルを重要視することで、モチベーションを上げる

「人と環境とのつながりを大切にした「人と環境とのつながりを大切にした

社会づくり」を目指して社会づくり」を目指して……
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9

業務を通じてできること…
大阪市内の公園巡回清掃

10

就労面と生活面の相互関係就労面と生活面の相互関係
自立へのステップアップ自立へのステップアップ

～当事者・支援者・企業の三者協働作業～

さまざまな問題点

＊アルコール・ギャンブル依存

＊借金問題などのトラブル

＊身体的・精神的な健康面の問題
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11

自社の取組みを評価される自社の取組みを評価される

大阪府ハートフル企業顕彰制度

障害者雇用職場改善好事例

20042004年年 ハートフル企業貢献賞ハートフル企業貢献賞 受賞受賞

20052005年年 ハートフル企業大賞ハートフル企業大賞 受賞受賞

20072007年年 優秀賞優秀賞 受賞受賞

（独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構理事長表彰）（独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構理事長表彰）

12

大阪府「行政の福祉化」
金額基準から社会的価値基準へ
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13

大阪市総合評価一般競争入札制度大阪市総合評価一般競争入札制度

により大阪市庁舎清掃業務受託により大阪市庁舎清掃業務受託

福祉･環境･技術・価格の総合的な評価
による入札制度

“評価されるしくみ”

14

福祉施設における環境福祉サービスの目的福祉施設における環境福祉サービスの目的

知的障がい者・身体障がい者及びホームレスなど、
就職困難者の働く場としての職場環境を整えるため
に、清掃スタッフと福祉施設職員及び利用者の方と
のより良いコミュニケーションづくりを目的として、
ＮＰＯとの協働により園芸福祉活動を実施する。
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15

園芸福祉活動の考え方園芸福祉活動の考え方

植物と接することによって

もたらされる効果

「みんなで幸せになろう」という

思想・技術・運動・実践

➣福祉的効果 つながり

➣療法的効果 可能性を引き出す

16

プログラムづくりからはじめるプログラムづくりからはじめる
「園芸福祉活動」「園芸福祉活動」
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17

園芸福祉活動の様子園芸福祉活動の様子

皆さん、真剣そのものです。

18

手作りプランターの寄せ植え手作りプランターの寄せ植え

夢中のあまり、

立ち上がって作業されていました。
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19

活動のお手伝い活動のお手伝い
～役立つことの喜び～役立つことの喜び

20

園芸福祉を通じた
地域貢献実行委員会

ＮＰＯ法人
福祉のまちづくり実践機構

事業企画・運営補助・記録

ＮＰＯ法人たかつき

園芸福祉アドバイザー

株式会社美交工業

運営補助

福祉施設

①コミュニティガーデンの開設

②福祉施設等園芸福祉研究会・

人材育成事業

清掃業者の環境福祉サービスから清掃業者の環境福祉サービスから
福祉施設の事業展開へ福祉施設の事業展開へ

「「園芸福祉を通じた地域貢献事業」園芸福祉を通じた地域貢献事業」
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21

ｺﾐｭﾆﾃｨｶﾞｰﾃﾞﾝ「さんかくん」ｺﾐｭﾆﾃｨｶﾞｰﾃﾞﾝ「さんかくん」
オープニングオープニング

22

コミュニティガーデンの活用コミュニティガーデンの活用
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23

指定管理者制度による指定管理者制度による指定管理者制度による
府営公園「住吉公園」の運営管理府営公園「住吉公園」の運営管理府営公園「住吉公園」の運営管理

ＮＰＯ法人釜ヶ崎支援機構ＮＰＯ法人釜ヶ崎支援機構

とのジョイントベンチャーとのジョイントベンチャー

■ホームレス就労体験事業■ホームレス就労体験事業■ホームレス就労体験事業

■エル・チャレンジとの協働■エル・チャレンジとの協働■エル・チャレンジとの協働

知的知的知的障がい障がい障がい者就労訓練事業者就労訓練事業者就労訓練事業
23

24

ＮＰＯ法人釜ヶ崎支援機構とのＮＰＯ法人釜ヶ崎支援機構との
ホームレス就労体験事業ホームレス就労体験事業

「公園で寝ている人」から「公園で寝ている人」から

「公園で働く人」へ「公園で働く人」へ
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25

エル・チャレンジとの協働によるエル・チャレンジとの協働による
知的知的障がい障がい者の就労訓練事業者の就労訓練事業

26

植物への愛情植物への愛情……
園芸福祉の効用を活かして園芸福祉の効用を活かして

まずは、小玉スイカの栽培を…。

園芸福祉の活用

植物の種子～発芽～生長～開花～結実～収穫

までのプロセスから、植物と接し、栽培する

楽しみや喜びを感じてもらう
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27

働く意欲が育まれる働く意欲が育まれる

花壇づくりができるようになりました。

28

「公園の花壇づくり」～地域との協働「公園の花壇づくり」～地域との協働
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29

イベント「イベント「すみすみすみすみ公園フェスタ」公園フェスタ」
～地域との協働～地域との協働

ＮＰＯとの協働による
ヒーリングガーデナー

＆園芸福祉

障がい者作業所の
環境福祉バザール

地域の保育所の
子どもたち作成

「手づくりこいのぼり」

商業高校フォークソング部

29

30

～社会のためにはじめたことが、～社会のためにはじめたことが、

会社のためになった～会社のためになった～

人と人とのつながりを大切にすることが経営に活かされて

■いままで気づかなかった、新しい「気づき」が戦略に…。

■「人の役に立つ」喜びが、職業意識の向上に…。

■企業の技術が一人ひとりの人権を尊重することで磨かれていく
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31ご清聴ありがとうございました。ご清聴ありがとうございました。ご清聴ありがとうございました。



Ⅳ-2-(1)-⑤ 株式会社日本総合研究所 村上氏 資料

環境問題への取り組みを中心に

2009年2月3日

総合研究部門 地球温暖化対応戦略クラスター
村上 芽

SR（社会的責任）事例

大阪シンポジウム ～中小企業とSR（社会的責任）～

11

求められる企業像の変遷

CSRに関するテーマのうち、環境は日本の企業の関心・活動の中心にある。

企業に対する社会の期待は、環境問題の歴史ととともに変化してきた。

– 事業活動が環境に与える負荷を低減させること に加え、

– 本業の商品・サービスの提供を通して環境に貢献すること

責任
創造

環境法令の遵守・
公害の防止

環境管理・マネジメ
ントシステム

（最低限のルール
を遵守）

（ルール以上の
責任の遂行）

環境配慮とCSR

（事業活動によっ
て社会に貢献）

求められる企業像
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22

環境課題と自社の関係に注目するところから始まる

環境課題を知る
自社のポテンシャル

を見つめる

責任の遂行と
ビジネスの創造へ

“コスト”→収益に貢献

自社のポテンシャル
を見つめる

ステークホルダーの
考えを知る

事業活動の環境負荷
を把握する

例えば、カーボンフットプ
リントへの対応状況は？

33

社会的課題としての環境問題の分類

【歴史的な環境課題】
比較的以前より認識されてきた課題

【近年認知されてきた課題】
環境変化にともなって現れる新しい課題

【ロ
ー
カ
ル
な
環
境
課
題
】

特
定
の
対
象
者
に
関
係
す
る
課
題

【グ
ロ
ー
バ
ル
な
環
境
課
題
】

多
く
の
対
象
者
に
共
通
す
る
課
題エネルギー

気候変動（適応） 気候変動（緩和、
国際）

気候変動（緩和、
国内）

化学物質

資源循環

環境負荷

水

森林保全

食生活 食料
農業

地域活性化 生態系

自然共生

全般（企業の行動、産業構造）

全般（個人の行動）
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44

活動を持続可能にするために

「まずやってみる」、そこからいかに継続的に、成果を見せ続けられるかがポイント

体制の整備、
具体的な取り組み

１１

４４
３３

２２認知やきっかけ

ステークホルダー
との対話

結果や効果の
検証・確認

一次的なサイクル

持続可能なサイクル

55

プロフィール

村上 芽

大手銀行を経て2003年株式会社日本総合研究所入社。現在総合研究部
門 地球温暖化対応戦略クラスター長、主任研究員。専門分野は地球温暖
化政策・企業戦略、環境・CSRと金融。政府・自治体の環境政策に関する調
査、企業の環境・CSR戦略に関するコンサルティングを行っている。共著「自
然エネルギー市場」（2005）、「地球温暖化で伸びるビジネス」（2008）。

（連絡先）

542-0081大阪市中央区南船場3-10-19

tel) 06-6243-5214 fax) 06-6243-4668

email) murakami.megumu@jri.co.jp




